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によれば、金属工業と機械器具工業の関東・近畿両地域への集中率は、1874 年（明治 7 年）






























寺西,2003：102－106） 。例えば、海運については、明治新政府の保護政策の下で 70 年代後
期から 80 年代半ばにかけて西洋型船舶による他人運送（賃積型）が本格化していた。85年からの 10 年間には汽船のトン数が三倍以上に増加し、海上運賃を大幅に引き下げた。ま
た、 陸運についても鉄道敷設は 80年代末から90 年代期にかけて増加し、 営業キロ数は 1895
年（明治 28 年）には約 3,700 キロに、その 10 年後には約 7,800 キロに達していた。通信
システムについても、1871 年にスタートした郵便制度は早くも 80 年前期には地方におい
ても一般的利用が行われるようになっていたし、電信網についても各地での電信局設置の
請願運動に後押しされる形で 1900 年には電信局数は 1600 余、一人当り発信数についても














内で生産された機械器具類の流通に貢献していた。例えば、三井物産は 1899 年（明治 32
年）には豊田佐吉との間で豊田式織機についての代理店契約を締結しており新たに設立し
た井桁商会を通じて全国的な売り込みを行っている。また、1893 年（明治 26 年）以降、
三井の工業部の管理下にあった芝浦製作所の製品についても一手販売権を掌握していた
（麻島,2001：44；鈴木,1996：第 9 章） 。  
しかしながら、こうした既存商社が輸入商品をその商材の中心にすえていたことも確か
である。例えば、 『戦前期三井物産の機械取引』の表 1－4、1－7 によると、機械（器械） 、
鉄道用財についての内国売買は 1900 年下期にはじめて確認される。このとき、これらの商
品についての輸入額は 5,389,431 円であったのに対して、 内国売買は 65,560 円にとどまり、
物産の機械取引全体に占める比率は約 1.2%に過ぎなかった。その後、内国売買は増大する
ものの輸入取引も増大したために、前者の占める比率は大きく変動することはなかった。
第一次大戦直前の 1913 年下期の時点で輸入額が 15,055,506 円に達しているのに対して、
内国売買は 511,459 円にとどまっており、物産の機械取引全体に占める比率はようやく約
3.2%に過ぎない。 
                                                   
1  若松-横浜間を石炭輸送した際に生じる内航運賃についてみた場合、1878 年時点では英トンあたり 3 円
17 銭であったが、20 年後の 1898 年までには 1 円 65 銭へと半減している。しかし、その 10 年後の 1908






年）と 1911 年（明治 44 年）の各時点において、東京製綱は総資産額において鉱工業企業
全体でそれぞれ 59 番目と 54 番目に位置している。1918 年（大正 7 年）時点での総資産額
は工業企業全体でも 27 番手に位置している2
一方、守谷商会は 1901 年（明 治 34 年）に守谷吾平によって創業された機械商社である。
『日本工業要鑑』によると大正 6 年 8 月時点で、守谷商会は九州支店（福岡県・直方）と
大阪支店（大阪・立売堀）の他に、磐城・金沢・福島・札幌・台北にそれぞれ出張所を設






                                                   
2  経営史学会編『日本経営史の基礎知識』有斐閣,2004 年  表 1-1-1、1-1-2。 
3  「大塚栄吉の弔辞」守谷正毅『創業五十年の回顧』非売品,1953 年。 
4  松下伝吉『人的事業大系』1940 年。 
。三井物産ですら、同時期の明治 42 年下半期の機械類の内国売買

























































ていた。例えば、1877 年（明治 10 年）に福岡県直方での炭鉱開発に際して、貝島太助が
揚水・運搬作業に巻揚機の導入を試みている。この際に使用されたロープは、碇用の綱で
あった（鈴木,1996：118） 。貝島切貫炭鉱（明治 11 年） 、豊国炭鉱（明治 20 年） 、忠隈炭鉱
（明治 21 年） 、明治炭鉱（明治 22 年）の各炭鉱の斜坑に設置された曳揚機にも麻綱が使用
されていた6
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6  鉱山懇話会『日本鉱業発達史  中巻』鉱山懇話会,1932 年  333 ページ。 
7  「伊予国市ノ川安質母尼鉱山誌」 『日本鉱業会誌』第 27 号（1887 年） 。  
8大鳥圭介 『石炭編』 開拓使,1879 年 （日本鉱業史料集刊行委員会編 『日本鉱業史料集  第七期明治篇 （前） ・





















であった東京製綱は、1897 年（明治 30 年）に鋼索事業への進出を決定して、東京深川に
鋼索生産のために新たな工場を建設した。1887 年（明治 20 年）2 月の創業以来、順調に成
長を遂げた麻綱事業がもたらす豊富な内部留保と増資によって得られた資金が投資原資と
なった。東京製綱の払込資本金に対する利益率はすでに麻綱需要の増大による営業成績の
好調さを反映して 1903 年（明治 26 年）下期には 22%を記録していた。さらに、日清戦争
中の軍民での船舶数の増加や石油採掘事業の勃興によって1904年 （明治 27年） 下期と1905
年（明治 28 年）上期の利益率はそれぞれ 57%と 74%という創業以来の新記録を樹立して
いた。その結果、流動資産の金額は 1892 年（明治 25 年）上期には 64,253 円 17 銭 9 厘で
あったのが、1906 年（明治 31 年）上期には 236,527 円 20 銭 9 厘へと増加している。 
なお、流動資産の額は同年下期には 150,957 円 45 銭 7 厘へと減少しており、麻綱事業の
                                                   
9  『人を運搬する巻揚装置に使用するワイヤロープの更新基準およびその解説』鉱業労働災害防止協
会,1981 年  1－2 ページ。 
10  ただし、明治期の国内炭田で発生した災害のうち、直接的に鎖・綱類の切断が原因となった事例はかな
り少ない。例えば、1907 年中に炭田で発生した 7,799 件の事故のうち、 「竪坑又ハ捲揚坑道ニ於テ鎖又縄
切斷ノ為メ」とされる事例はわずかに 1 件という少なさである。 「磐石崩落」 （4,270 件）と「坑車」 （1,661




11山口義勝「空中索道」 『日本鉱業会誌』第 168 号（1899 年 ）。  
12大西信良編『東京製綱株式会社七十年史』東京製綱株式会社,1957 年  328 ページ。 好調下で蓄えられた資金が鋼索事業の立ち上げに向けられたものと考えられる。また、明




うことで改善がすすみ、1901 年（明治 34 年）には海軍より、イギリスの最上級品と比べ












。在庫の累積は 1904 年（明治 37 年）
の日露戦争開戦以降、海軍からの発注が増大すると、ようやく解消へ向かった。 













既存代理店の鋼索販売への関心が薄い中、1903 年（明治 36 年）１月、東京製綱は東京
京橋三十間堀の守谷商会との間で常磐地方に関する一手販売契約が結んだ。守谷商会は、
守谷吾平によって 1901（明治 34）年に創業されたばかりの機械商社であった。 
守谷吾平は 1893 年（明治 26 年）に慶應義塾別科を卒業した後、三井銀行地所部に入社
した。入社以降は、学生時代からの知己であった藤山雷太の側近として芝浦製作所では社
長秘書、王子製紙では購買課長を歴任している。守谷がこのような三井内部での栄達を放
                                                   
13『七十年史』  35-47 ページ  付表「資産・負債および資本状況」 
14  『七十年史』  42-44、48、49 ページ。 
15  東京製綱株式会社 100 年史編纂委員会編『東京製綱 100 年史』東京製綱株式会社,1989 年  76 ページ。  
16  『七十年史』  283 ページ。 
17  『七十年史』  219 ページ。 棄して、創業に至った経路は明らかではないが、三井内部での内紛を背景としていたとも











王子製紙は、毎月 200 万斤を需要する常磐産炭の大手需要家であったからである。 
19。常磐炭鉱への中央資本進出
の嚆矢である磐城炭鉱社は、王子製紙との間で納炭契約を結んだ浅野総一郎が、渋沢栄一














                                                   
18  「南波禮吉の弔辞」 『創業五十年を顧みて』 、 「日下吉平の弔辞」 『創業五十年を顧みて』 。 
19  常磐炭鉱については、以下を参照のこと。 （高村直助「鉄道開通と炭鉱開発」 『明治の産業発展と社会資
本』ミネルヴァ書房,1997 年、清宮一郎『常磐炭田史（上・下） 』筑波図書,1986 年（復刊） ） 
20  『常磐炭田史（上） 』29－33 ページ。 







製綱と守谷商会が初めて結んだ 1903 年（明治 36 年）の特約販売契約においては、販売に
関わる費用については「自家ノ費用ヲ以テ該品ノ販路ヲ拡張スル事」と規定されており、










量は、1885 年（明治 18 年）の 54.4 トンから日露戦争に伴う需要増を反映して 1906 年（明
治 39 年）には 1,418.3 トンへと増加している（表 1） 。しかし、1908 年（明治 41 年）には
456.7 トンへと減少している。その後、輸入量は再び増大して 1911 年（明治 44 年）には
1,527 トンに達するが、第一次大戦で欧州製品の輸入が途絶し、北米製品についても欧州か
らの需要に忙殺されて対日輸出の余力が失われる中で、輸入量は戦前水準から大幅に減少




                                                   
22 「覚書（明治 36 年 1 月 8 日） 」 『七十年史』327 ページ、 「覚書（明治 39 年 9 月 18 日 ）」 同 331 ページ。 








られる径一吋以上の太い鋼索については輸入物が中心であったが、1910 年（明治 43 年）
に東京製綱小倉製綱所製四吋半ものが三池炭鉱萬田竪坑で使用されるようになったのを端
緒として後者についても東京製綱製鋼索が徐々に導入された24






                                                   
24  『日本鉱業発達史（中） 』339 ページ。 








 数量 価額 数量 価額 数量 価額 数量 価額 数量 価額
1884 48.37 7233.08 48.37 7233.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
1885 48.59 9784.86 48.42 9752.24 0.00 0.00 0.16 36.62 0.00 0.00
1886 54.43 11467.94 53.49 11226.76 0.93 241.18 0.00 0.00 0.00 0.00
1887 150.08 18484.82 125.00 13983.22 9.37 673.58 4.38 489.76 10.06 3139.46
1888 269.50 35553.61 240.78 31575.80 6.00 349.75 16.60 1688.93 5.74 1636.15
1889 395.71 68237.44 269.58 36464.26 29.57 7877.22 37.53 5254.02 59.03 18641.92
1890 209.93 32366.52 152.37 22804.06 31.60 2816.18 7.93 922.60 18.03 5823.68
1891 219.68 43763.58 197.86 37661.76 2.16 397.32 0.00 0.00 16.87 5134.20
1892 219.83 36107.58 205.98 31619.96 1.99 451.36 2.83 337.08 2.63 1975.86
1893 199.21 38111.28 196.05 37168.94 0.76 161.86 2.13 459.52 0.00 0.00
1894 422.91 100032.36 418.96 97669.04 1.61 445.58 0.00 0.00 2.34 1917.74
1895 418.58 125370.36 408.05 122976.24 4.74 702.22 0.00 0.00 3.66 1291.18
1896 642.88 159290.64 635.54 157393.04 2.37 676.68 0.71 222.06 0.14 173.36
1897 292.53 80539.64 287.72 78859.90 3.98 1338.40 0.00 0.00 0.82 341.34
1898 461.85 131190.16 426.75 119594.46 24.49 9752.98 0.00 0.00 10.49 1804.80
1899 606.32 176192.48 594.42 173211.91 2.91 1521.31 0.00 0.00 9.00 1459.26
1900 808.73 256523.17 750.83 233001.00 0.00 0.00 0.96 337.35 56.88 23168.79
1901 867.55 340532.18 709.81 262925.08 125.55 62697.74 0.34 172.68 19.96 10779.77
1902 690.76 249555.48 620.94 206995.18 43.74 23384.45 8.43 3984.80 17.65 15191.77
1903 684.34 234690.77 624.46 212599.27 13.72 5554.18 0.00 0.00 45.60 15608.64
1904 661.85 220765.08 583.75 193170.84 21.06 7416.79 0.00 0.00 56.14 19446.04
1905 1263.99 438320.00 1082.85 383993.57 110.19 32600.21 0.00 0.00 70.50 21673.96
1906 1418.29 463203.00 1097.99 390082.00 256.72 58295.00 15.58 2049.00 47.80 12732.00
1907 810.46 295896.00 695.95 260849.00 101.95 29887.00 0.00 0.00 12.52 5151.00
1908 1251.57 427501.00 1111.33 391459.00 75.56 15265.00 1.04 365.00 63.32 20326.00
1909 456.66 152307.00 377.89 128145.00 22.98 8285.00 0.39 106.00 55.39 15771.00
1910 688.23 219311.00 550.08 177792.00 64.16 18084.00 0.00 0.00 69.54 21723.00
1911 1197.35 365499.00 909.67 292068.00 107.09 21990.00 3.76 480.00 97.41 27350.00
1912 1526.99 451515.00 1263.53 371218.00 99.12 27048.00 0.00 0.00 140.73 45927.00
1913 1427.01 406636.00 1011.18 317452.00 114.84 24630.00 0.00 0.00 295.53 62152.00
1914 1186.46 368585.00 1051.89 334965.00 65.67 12879.00 11.80 2837.00 56.79 17854.00
1915 368.45 119275.00 311.15 98976.00 0.00 0.00 0.00 0.00 57.24 20283.00
1916 455.23 183339.00 417.20 164850.00 0.00 0.00 0.00 0.00 36.80 18198.00
1917 363.25 170218.00 288.12 134928.00 0.00 0.00 0.00 0.00 63.16 23375.00
1918 71.72 42802.00 43.73 24647.00 0.00 0.00 0.00 0.00 21.21 11535.00
1919 231.96 208000.00 148.26 123000.00 0.00 0.00 0.00 0.00 78.66 80000.00




総計 イギリス ドイツ ベルギー 米国
注１：『大日本外国貿易年表』各年度版より計算の上で作成。単位は、数量はトン、価額は円である。
 炭鉱 出炭量（トン） 鋼索利用運搬手段 備考
小野田炭鉱 133,656 - 斜坑捲揚を使用。
入山炭鉱 195,152 蒸気捲揚機械　8台　8,600尺 自動運搬を利用。
エンドレスロープ　1台　1,500尺
好間炭鉱 93,089（注３） -




内郷炭鉱 127,751 鉄道（自動）　500尺 竪坑捲揚、斜坑捲揚を使用。










































































                                                   
26東京製綱株式会社編『写真に見る  東京製綱の 100 年』東京製綱株式会社,1987 年  33 ページ。 








えは東京製綱にとり宿願であり、東京製綱では第一次世界大戦中の 1915 年（大正 4 年）9
月に製綱事業への進出を決定し、東京府南葛飾郡大島町と福岡県小倉市許斐町の 2 ヶ所に
相次いで製鋼工場を建設した。さらに、鉄飢饉とも称される大戦下の鉄不足の中で、酸性









ある。守谷商会では、1917 年（大正 6 年）に吾平の長男である正毅を訪米して北米製鋼業
の調査を行わせていた32












十回報告書」1917 年、Sneddon, Matthew. 1997. John A. Roebling's Son's Company, Kinkora Works 
(HAER No. NJ-122). the National Park Service  ） 
30  『100 年史』133-139 ページ、住友金属工業株式会社社史編纂委員会編『住友金属工業六十年小史』住

























4.1  明電舎と守谷商会 
明電舎は、三吉電機工場の職工であった重宗芳水が 1897 年（明治 30 年）に独立開業し
た電機メーカーである。設立後の明電舎は、電気機器の修理、スイッチ類、変圧器、配電
盤の製作を行なう一方で発電機、電動機の製作にも進出をした33





34。また、1901 年（明治 34 年）10 月
には三河電力株式会社より 100 キロワット回転界磁型三相交流発電機を受注し35、翌年 11
月より三河電力を通じてその供給区域である名古屋市外の織物工場、精米所、陶磁器製造
所等に対して三相交流誘導電動機の導入を勧誘し、1903 年（明治 36 年）には同地方に三
相誘導電動機 1 馬力 6 台、2 馬力 1 台、翌年にも 1 馬力 1 台、2 馬力 3 台、3 馬力 4 台、5
馬力 2 台を供給している36






明電舎は東京市内で高いシェアを獲得することに成功した。1913 年（大正 2 年）時点で
。 
                                                   
33石山龍雄「明電舎技術発達の回顧」 『重宗芳水伝』 。 
34  『関東地方の電力業と東京電力』  80－81 ページ。1909 年時点の工場動力の電化率は全国では 13.3%
であったが、山梨県内では 32.1%に及んでいる（ 『同』表 2－7）。  
35  『重宗芳水伝』37 ページ。 
36「明電舎技術発達の回顧」 。 
37同上  40－42 ページ。なお、1907 年下期の時点で東京市内では 722 台の電動機が使用されていたが、
精米業、印刷業ではそれぞれ 276 台、125 台が使用されており、用途別では第 1 位と第 2 位を占めている
（ 『関東地方の電力業と東京電力』表 2－17）。  東京市内で使用される電動機のうち、国内メーカー19 社が合計で 1,528 台、外国メーカー




気店より、ダイナモの修繕を依頼されていた。守田は 1906 年（明治 39 年）に守谷商会に











守谷商会と明電舎との代理店契約は 1911 年（明治 44 年）からは鉱山以外の、九州、近





全国で使用される電動機の台数も、1907 年時点では 2,335 台であったが、1910 年には











ことができた（長谷川, 1982）。  
                                                   
38『明電舎モートル説明書』 （筆者所蔵） 。 
39  『重宗芳水伝』52－53 ページ。 
40  守田節見「懐かしき思出」重宗雄三編『重宗芳水伝』非売品,1934 年。 
41  守谷正毅「両社長に対する感想」 『重宗芳水伝』 。 
42「懐かしき思出」 。 
43  明電舎社史編纂室編『明電舎 100 年史：沿革・資料編』株式会社明電舎、1998 年  42 ページ。 
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4.2  大塚工場 




輪の設計・製作をまかされていたが、1901 年（明治 34 年）1 月に松井が死去したことを契
機として独立開業した。 
独立開業後の大塚工場は、松井工場時代に経験のあるチルド車輪の製造を主たる業務と
していたが、2 年後の 1903 年（明治 36 年）にはジャケット部分にチルド鋳物を用いた溶
鉱炉を制作したことを端緒として鉱山機械にも進出し、破砕機や粉砕機など製品機種を拡
充した結果、鉱山機械はチルド車輪と並ぶ主力製品となった。 
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の付属品である護謨製品を取り扱うに至ったことが端緒を成していたという事実のみ言及
をしておく53
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